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中部国際空港沖公有水面埋立事業環境影響評価準備書についての知事意見 

事業者は、以下の事項について十分に検討し、その結果を環境影響評価書（以下「評

価書」という。）に記載するとともに、評価書に記載される内容に従って環境保全に万

全を期する必要がある。 

１ 全般的事項 

（１）事業の実施に当たっては、環境影響評価準備書（以下「準備書」という。）に記

載されている環境保全措置を確実に実施することはもとより、工事期間が長期に

わたる計画であることから、常に環境保全対策に関する最新の知見を考慮し、最

善の利用可能技術を導入するなど、より一層の環境影響の低減に努めること。 

また、工事の進捗状況や周辺環境の変化等により様々な環境影響が想定される

ことから、環境への影響に関して新たな事実が判明した場合等においては、必要

に応じて適切な措置を講ずること。 

（２）埋立地の形状の複数案の比較について、評価結果の妥当性をより詳細に示すこ

と。 

（３）埋立地の形状及び護岸の構造の詳細な設計に当たっては、水環境、動物、植物

及び生態系等への影響をより一層低減するよう検討すること。 

（４）環境監視調査の具体的な計画が明らかになっていないことから、調査地点、期

間、頻度、方法等の調査手法を検討し、その設定根拠も含め、評価書においてで

きる限り詳細に示すとともに、関係行政機関との協議を踏まえ、事業実施前に計

画書として取りまとめ、公表すること。 

また、計画書に基づき的確に調査を実施した上で、その結果を踏まえ、必要に

応じて計画の見直しや適切な措置を講ずるとともに、それらの内容を公表するこ

と。 

２ 大気質、騒音 

埋立区域に隣接する空港島には、空港、展示場、ホテル等の集客施設が存在す

るものの、大気質及び騒音の予測が行われていないことから、これらの影響を把

握するため、空港島においても、工事の実施に伴う影響の予測及び評価を行うこ

と。 

３ 水環境 

（１）工事の実施に伴う水の濁りの影響を低減するため、汚濁防止膜を適切に設置す

ること。また、埋立工事中は各工区において十分な規模の沈殿池を設置し、維持

管理を適切に行い、より一層の環境影響の低減に努めること。 
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（２）西工区における埋立ての途中形状において、新たな護岸の周辺海域における水

環境の変化が見込まれるものの、準備書においては、それらの詳細が明らかにな

っていないことから、埋立地の存在に伴う水環境の影響の予測をより詳細に示す

こと。 

（３）準備書においては、埋立地の存在に伴う流向及び流速の影響について、変化域

は伊勢湾全域に対して十分に小さいと評価しているが、埋立地周辺の狭域の海域

への影響が考えられることから、当該海域における影響を評価するとともに、そ

の結果を踏まえ、必要に応じて環境保全措置を講ずること。 

４ 動物、植物、生態系 

工事の実施に伴う影響が長期間継続する計画であること、埋立地の存在に伴い、

伊勢湾の中でも特に生物の生産性が高く多様な生物の生息・生育の場である空港

島西側の海域が減少することに加え、スナメリやアカウミガメ等の重要な種も確

認されていることから、海域の動物及び植物の生息・生育環境への影響が懸念さ

れる。また、名古屋港ポートアイランドでは多くの鳥類の生息が確認されており、

仮置土砂の搬出に伴う生息地の改変等の影響が懸念される。 

このため、準備書に記載されている環境保全措置を確実に実施することはもと

より、以下の事項について適切に対応すること。 

（１）準備書においては、工事の実施及び埋立地の存在に伴う動物及び植物の生息・

生育環境への影響について、周辺に同様の環境が存在することなどから影響は小

さいと予測しているが、現在の生息・生育環境の重要性及び周辺環境の状況を踏

まえて予測及び評価を見直すとともに、その根拠を具体的に示すこと。 

（２）生態系において、上位性の視点から地域を特徴づける注目種として、オオミズ

ナギドリ等の海鳥に係る影響についても予測及び評価を行うこと。 

（３）（１）及び（２）の結果を踏まえ、必要に応じて環境保全措置を講ずること。 

また、工事の実施及び埋立地の存在に伴う動物及び植物への影響を把握するた

めに、的確に調査を実施した上で、その結果を踏まえ、必要に応じて適切な措置

を講ずるとともに、それらの内容を公表すること。 

   なお、調査及び措置の実施に当たっては、専門家等の指導・助言を得ながら、

適切に行うこと。 

５ その他 

（１）評価書の作成に当たっては、住民等の意見に配慮するとともに、わかりやすい

図書となるよう努めること。 

（２）事業の実施に当たっては、今後とも積極的な情報発信を行うとともに、住民等

からの環境に関する要望などに適切に対応すること。 
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